
〔金融商品取引法〕
問１　×　小切手・約束手形等は金融商品取引法上の有価証券に含まれません。
問２　×　金融商品取引業者とは、内閣総理大臣（金融庁長官）の登録を受け、

金融商品取引業を営む者です。
問３　○　記述のとおりです。
問４　○　記述のとおりです。
　　　　　損失補てん等の禁止
　　　　　　１　損失保証・利回保証
  　２　損失補てんの申込み・約束
  　３　損失補てんの実行
  　損失補てん等は、第三者を通じて行うことも禁止されていますし、

損失補てんを要求する顧客の行為も刑事罰の対象となります。
問５　×　有価証券関連業務を行う金融商品取引業者は、引受人となることはで

きますが、社債管理者または担保付社債信託契約の受託会社になるこ
とはできません。

〔投資信託および投資法人に関する法律〕
問６　×　投資法人は、内閣総理大臣（金融庁長官）の登録を受けなければ資産

運用業務を行えず、また、資産運用以外の行為を営業とすることは禁
止されています。

問７　×　信託財産は、すべて受託会社の名義になります。
問８　○　記述のとおりです。また、委託会社は誠実・公正義務も負います。
問９　○　記述のとおりです。販売会社の主な業務は、次の４つです。
  　①投資信託の募集の取扱いおよび売買
  　②収益分配金、償還金の支払いの取扱い
　　　　　　③ 受益者から買い取った受益証券の投資信託委託会社への一部解約

請求および受益者からの一部解約請求の取次ぎ
　　　　　　④ 目論見書、運用報告書の顧客への交付のほか、募集・販売に関す

る必要事項について、投資信託委託会社との相互連絡

問10 ○ 記述のとおりです。

〔協会定款・諸規則〕
問11 ○ 記述のとおりです。
問12 × 約諾書ではなく申込書の提出を受ける必要があります。当該申込を承

諾し口座を設定した場合には、当該顧客にその旨を通知することとさ
れています。

問13 ○ 記述のとおりです。
問14 ○ 記述のとおりです。
問15 × 広告等とは、「多数の者に対して同様の内容で行う情報の提供」と規

定され、郵便、信書便、ファックス、電子メール、ビラ・パンフレッ
ト配布等が規制の対象となります。

〔取引所定款・諸規則〕
問16 × 国債証券は上場に際して申請を必要としません。
問17 × 当該取引所に既に上場されている株券の発行者が新たに発行する株券

についても、原則として上場を承認する必要があります。
問18 ○ 記述のとおりです。
問19 ○ 記述のとおりです。
問20 × 顧客も含めた取引参加者は、対等の契約を締結したものとして受託契

約準則を遵守して取引を行う義務があります。

〔株式業務〕
問21 × 直近公表価格がその直前の異なる価格を上回っている場合、直近公表

価格での空売りは認められています。
問22 ○ 記述のとおりです。
問23 × 取引所の売買立会による内国株式の売買の種類は、当日決済取引、普

通取引および発行日決済取引の３種類に区分されます。
問24 × 株式ミニ投資の約定価格は、翌営業日における始値もしくは売買高加

重平均価格となるため、指値注文はできません。
問25 × 日経平均株価は、東証一部上場銘柄のうち代表的な225銘柄の株価を

平均し、かつ連続性を失わないように増資権利落などを修正した平均
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株価です。

〔債券業務〕
問26 ○ 記述のとおりです。
問27 × 全国型市場公募地方債を発行できる団体は、一部の都道府県とすべて

の政令指定都市です。
問28 ○ 記述のとおりです。
問29 × 政府関係機関債のうち、元利払いについて政府の保証付で発行される

ものは、政府保証債といわれます。
問30 × 転換社債型新株予約権付社債は満期一括償還制を採る銘柄が多いです

が、期中償還が行われる場合もあります。

〔投資信託および投資法人に関する業務〕
問31 × 主として公社債を中心に運用され、株式を一切組み入れない証券投資

信託を、公社債投資信託とよびます。
問32 ○ 記述のとおりです。
問33 × 設問はインデックス（パッシブ）運用についての記述です。アクティ

ブ運用とは、経済、金利、企業の調査分析結果などを踏まえて、ベン
チマークを上回る運用成果を目指す運用手法です。

問34 × 金融商品販売法に基づき、販売会社が説明義務を怠った際は販売会社
が損害賠償責任を負います。

問35 × 設問は買取に関する記述です。解約とは、受益者が販売会社を通して、
信託財産を直接取り崩すことによって受益証券を換金する方法です。
入替え問題に注意しましょう。

〔株式会社法概論〕
問36 ○ 発行時に決めれば、払込み金額の２分の１以内は資本金に組み入れな

くてもかまいません。
問37 × 設問は募集設立についての記述です。発起設立とは、設立時に発行す

る会社の株式を全部発起人だけで引き受けるものです。
問38 × 譲渡そのものは有効ですが、会社に対する効力は無効です。
問39 ○ 記述のとおりです。

問40 × 設問は資本準備金についての記述です。利益準備金は、資本準備金と
同じく、法定準備金の一つです。利益準備金は、配当などを剰余金か
ら支出するたびに、その10分の１以上を積立てなければなりません。
ただし、利益準備金と資本準備金の合計額が資本の４分の１に達した
後は、積立てなくてもかまいません。

〔財務諸表と企業分析〕
問41 × 設問は貸借対照表についての記述です。損益計算書は、一定期間にお

ける企業の利益獲得過程を表したものであり、企業の経営成績を評価
するものです。

問42 ○ 記述のとおりです。
  　当座比率（％）＝当座資産÷流動負債×100
問43 × 自己資本比率は、総資本に占める自己資本の割合を示す指標であり、

高いほど企業財務は安定しています。
  　自己資本比率（％）＝自己資本÷総資本×100
問44 ○ 記述のとおりです。
  　自己資本利益率（％）＝当期純利益÷自己資本×100
問45 × 預貯金の利息や株式配当などは、営業外収益に分類されます。

〔証券税制〕
問46 × 退職一時金は、退職所得に分類されます。
問47 × 株式などの有価証券の譲渡による所得は、一般的には譲渡所得になり

ますが、継続的取引による所得は雑所得（事業的な規模に該当する場
合は事業所得）に分類されます。

問48 ○ 記述のとおりです。
問49 × 申告分離課税の適用対象となる「株式等」に該当するものに「投資法

人の投資口」が含まれます。
問50 ○ 記述のとおりです。



〔金融商品取引法〕
問51　２、３
　１　○　記述のとおりです。
　２　×　社会通念上サービスと考えられるものは、禁止の対象から除かれてい

ます（特別の利益提供による勧誘の禁止）。
　３　×　有価証券の取次ぎとは、自己の名をもって、委託者の計算で行う有価

証券の買入れまたは売却をすることなどを引き受けることです。
　４　○　記述のとおりです。
　５　○　記述のとおりです。

〔金融商品取引法〕
問52　１、５
　１　○　記述のとおりです。
　２　×　報告義務者は、内閣総理大臣（金融庁長官）に大量保有報告書を提出

するほか、発行会社および金融商品取引所に報告書の写しを送付しな
ければなりません。

　３　×　報告義務者は、一度、大量保有報告書を提出した後に、その保有割合
に１％以上の増減が生じた場合には、その異動状況に関する報告を行
うものとされています。

　４　×　金融商品取引業者、銀行等が、会社の事業活動を支配することを目的
とせず、当該上場会社の株券を５％以上保有する場合については、簡
便な方式による報告が認められますが、大量保有報告書の提出義務が
なくなるわけではありません。

　５　○　記述のとおりです。

〔協会定款・諸規則〕
問53　１、３
　１　○　記述のとおりです。
　２　×　グリーンシート銘柄は、エマージング、オーディナリー、フェニック

ス、投信・SPCの４種類です。
　３　○　記述のとおりです。
　４　×　協会員は、取引所外売買を行うにあたっては、売買の価格または金額

が適当と認められるものであることを確認するものとし、当該確認の
記録を保存しなければなりません。

　５　×　顧客と損益を共にすることは一切禁止されています（顧客と損益を共
にすることの禁止）。

〔協会定款・諸規則〕
問54　１
　１　○　記述のとおりです。
　２　×　顧客の有価証券の売買その他の取引等またはその名義書換について、

自己の名義を貸与してはなりません。
　３　×　信用取引は、一種外務員、信用取引外務員が同行して注文を受託する

ものに限り行うことができます。
　４　×　書面による承諾を受けた場合等は認められています。
　５　×　二種外務員は、有価証券関連デリバティブ取引等、選択権付債券売買

取引、信用取引および発行日取引にかかる外務員の職務はできません。

〔協会定款・諸規則〕
問55　３
　顧客カードの記載事項を確認しておきましょう。
　　①氏名または名称
　　②住所または所在地および連絡先
　　③生年月日
　　④職業
　　⑤投資目的
　　⑥資産の状況
　　⑦投資経験の有無
　　⑧取引の種類
　　⑨顧客となった動機
　　⑩その他協会員において必要と認める事項



〔株式業務〕
問56　２
　権利落後の価格を、権利付相場に換算して考えます。
　　権利付相場（円）＝権利落相場×分割比率
　　　　　　　　　＝1,000×1.5
　　　　　　　　　＝1,500円
　よって、権利付相場の1,350円から150円値上がったことになります。

〔株式業務〕
問57　３
　　PBR（倍）＝株価÷１株当たり純資産
　　純資産＝総資産－総負債
　　　　　＝1,000億円－600億円
　　　　　＝400億円
　　１株当たり純資産＝400億円÷20,000万株＝200円
　　PBR＝350÷200＝1.75倍

〔債券業務〕
問58　２、３
　１　×　設問はダンベル型についての記述です。ラダー型ポートフォリオとは、

短期から長期までの債権を各年度ごとに均等に保有し、毎期、同じ満
期構成を維持するポートフォリオです。

　２　○　記述のとおりです。
　３　○　記述のとおりです。
　４　×　転換社債型新株予約権付社債は現先取引の対象には含まれません。
　５　×　現先取引とは、売買に際し、同種、同量の債券などを、一定期間後に

一定価格で反対売買することをあらかじめ取り決めて行う取引のこと
をいいます。

〔債券業務〕
問59　１
　イ　○　記述のとおりです。

　ロ　○　記述のとおりです。
　ハ　×　転換社債型新株予約権付社債は、１銘柄について１種類の券種しか発

行することはできません。
　ニ　×　株式転換の受付は、通常、信託銀行が行います。

〔債券業務〕
問60　４

　　応募者利回り（％）＝
利率＋ 償還価格－発行価格償還期限（年）

発行価格 ×100

　　利率２％、償還期限５年、発行価格99円の利付債券
　　応募者利回り（％）

　　＝
2.0＋100－995

99 ×100≒2.222（小数第４位以下切捨て）

〔投資信託および投資法人に関する業務〕
問61　１、４
　１　○　記述のとおりです。
　２　×　証券投資信託とは、主として有価証券に対する投資として運用するこ

とを目的とする投資信託です。「主として」とは50%（２分の１）超
を指しています。

　３　×　主として公社債を中心に運用され、株式を一切組み入れない証券投資
信託を、公社債投資信託と呼びます。

　４　○　記述のとおりです。
　５　×　設問は追加型投資信託についての記述です。単位型投資信託は、基金

設定後の資金の追加はできません。

〔投資信託および投資法人に関する業務〕
問62　１
　 　オープンエンド型は、発行者が発行証券を買い戻すことができる（投資者が



解約できる）ファンドであり、これにより基金（ファンド）の減少が絶えず行
われるものです。買戻しは純資産価格（基準価額）に基づいて行われます。

　 　クローズドエンド型は、解約または買戻しとこれによる基金の減少が原則と
して行われないファンドです。換金するためには市場で売却しなければならず、
その価格は市場の情勢に左右され、純資産価格（基準価額）とは必ずしも一致
しません。

　 　クローズドエンド型は、オープンエンド型に比べて基金の量が安定している
といえます。

〔付随業務〕
問63　３
　付随業務として定められている業務を確認しておきましょう。
　１　○　記述のとおりです。
　２　○　記述のとおりです。
　３　×　有価証券の売買の媒介、取次ぎまたは代理は、金融商品取引業務です。
　４　○　記述のとおりです。
　５　○　記述のとおりです。

〔株式会社法概論〕
問64　１、５
　１　○　Ａ社がＢ社の総株主の議決権の４分の１を超える株式を持つとき、Ｂ

社がＡ社株を持っていても、それには議決権がないとされます。
　２　×　株主総会の特別決議においては、総株主の議決権の過半数（定款に定

めることにより３分の１まで下げることができます）にあたる株式を
持つ株主が出席し、その議決権の３分の２以上の賛成を得ることが求
められます。

　３　×　取締役の選任、解任、監査役の選任などは、株主総会の普通決議で決
定されます。

　４　×　取締役の報酬は、定款または株主総会決議で決定されます。
　５　○　記述のとおりです。

〔経済・金融・財政の常識〕
問65　４、５
　１　×　設問は、経常収支についての記述です。
　２　×　有効求人倍率＝求人数÷求職者数で求められます。よって、このとき

の有効求人倍率は70÷100＝0.7倍となります。
　３　×　景気動向指数は、50%を上回っていると景気拡張局面、下回っている

と景気後退局面と判断します。
　４　○　記述のとおりです。
　５　○　記述のとおりです。

〔経済・金融・財政の常識〕
問66　５
　イ　×　国民負担率とは、国民所得に対する租税・社会保障負担の比率をいい

ます。
　ロ　×　有効求人倍率＝求人数÷求職者数で求められます。
　ハ　○　記述のとおりです。
　ニ　○　記述のとおりです。

〔財務諸表と企業分析〕
問67　４
　１　売上高経常利益率＝経常利益÷売上高×100
　　　当期の経常利益
　　　　　　＝売上高－売上原価－販売費および一般管理費±営業外損益
　　　　　　＝64,000－43,000－19,000－500
　　　　　　＝1,500
　　　売上高経常利益率＝1,500÷64,000×100
　　　　　　　　　　　＝2.34375
　　　　　　　　　　　＝2.3%
　２　売上高（純）利益率＝当期純利益÷売上高×100
　　　当期純利益＝経常利益±特別損益－法人税および住民税
　　　　　　　　＝1,500＋200－300
　　　　　　　　＝1,400



　　　売上高（純）利益率＝1,400÷64,000×100
　　　　　　　　　　　＝2.1875
　　　　　　　　　　　＝2.1%
　３　利益成長率＝当期利益÷前期利益×100
　　　　前期利益＝64,000－43,000－19,000－500＋600－600
　　　　　　　　＝1,500
　　　　当期利益＝1,400
　　　　利益成長率＝1,400÷1,500×100＝93.3333……＝93.3%
　４　配当性向＝配当金÷当期純利益×100
　　　　　　　＝400÷1,400×100
　　　　　　　＝28.5714……
　　　　　　　＝28.5%
　５　前期の配当性向
　　　400÷1,500×100＝26.6666……＝26.6%
　　　28.5－26.6＝1.9ポイント高い

〔証券税制〕
問68　２
　上場株式の評価は、次のうち最も低い額で行います。
　①課税時期の最終価格（終値）
　②課税時期の属する月の終値月平均額
　③課税時期の属する月の前月の終値月平均額
　④課税時期の属する月の前々月の終値月平均額

〔証券市場の基礎知識〕
問69　３、４
　１　×　金融商品取引所は、金融商品取引業界における自主規制機関の一つです。
　２　×　登録拒否要件に該当する場合は登録を受けることができません。
　３　○　記述のとおりです。
　４　○　記述のとおりです。
　５　×　投資者保護とは、損益をあらかじめ約束したり保証したりするもので

はありません。いかなる場合でも、損失の補てん等は禁止されています。

〔セールス業務〕
問70　１
　１　×　投資を最終決定するのは、いかなる場合においても投資者自身です。
　２　○　記述のとおりです。
　３　○　記述のとおりです。
　４　○　記述のとおりです。
　５　○　記述のとおりです。


